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１ 序

～ひとりひとりが支え，支えられるまち～

すべてのひとがいきいきとくらせるまち＜中略＞必要な

ときに支えを求める道筋がだれにも見えやすく整備されて

いるまちをめざす。

１－１ 京都市基本構想における関連記述
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１－２ 現行京都市基本計画に掲げた政策

～すべてのひとが相互に支え合い安心してくらす～

誰もが住み慣れた地域社会のなかで，そのひとらしい幸せな日常

生活が健やかに送れるよう，保健・医療・福祉などくらしの基盤

となるサービスや支援ネットワークが充実しているまちの実現を

めざす。



■６つの重点課題
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１－３ これまでの主な取組
① 「高齢者一人ひとりが，自らの意思に基づき，住み慣れた地域でいきいきと健やかに暮

らせる社会の構築」を基本理念とした「京都市民長寿すこやかプラン」を策定。

第4期京都市民長寿すこやかプラン

平成21年3月策定

■政策目標１「一人ひとりが尊厳を保ち，充実した高齢期を実現できるまち」

長期にわたる高齢期において，どのような心身の状態であっても，高齢者一人ひとりが尊厳を

保ち，自己決定により，その人らしい自立した質の高い生活が送れるよう支援します。

■政策目標２「健やかな生活を送ることができるまち」

健やかで充実した生涯を送れるよう，世代や心身の状況に応じた健康づくり，介護予防を推進

します。

■政策目標３「地域で安心して自立した生活を続けられるまち」

一人ひとりの心身の状態に応じて必要な支援を受けながら，住み慣れた地域で安心して自立し

た生活が続けられるよう，保健福祉サービスをはじめとする社会資本の基盤整備と地域ケア体

制の充実を図ります。

■政策目標４「高齢者がいきいきと参加でき，すべての世代が支え合えるまち」

高齢者が社会の重要な一員として生きがいをもって活躍できるよう，社会参加活動を推進する

とともに，市民と行政の揺るぎないパートナーシップの下，すべての世代が認め合い，支え合

える心豊かな福祉社会の創造に挑戦します。

京都市民長寿すこやかプラン推進協
議会

【重点課題１】

認知症をはじめと
する要援護高齢者
及びその家族の生
活支援

【重点課題１】

認知症をはじめと
する要援護高齢者
及びその家族の生
活支援

【重点課題２】

総合的な介護予防
の推進

【重点課題２】

総合的な介護予防
の推進

【重点課題３】

健康増進・生きが
いづくりの推進

【重点課題３】

健康増進・生きが
いづくりの推進

【重点課題４】地域における総合的・継続的な支援体制の整備
【重点課題４】地域における総合的・継続的な支援体制の整備

【重点課題５】介護保険事業の適正かつ円滑な運営
【重点課題５】介護保険事業の適正かつ円滑な運営

【重点課題６】誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進
【重点課題６】誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進
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② 特別養護老人ホームをはじめとする入所施設の整備や，高齢者介護，認知症に関する専
門機関として，また，高齢者の権利擁護を推進する総合情報センターとして，「京都市長
寿すこやかセンター」を整備，開設。

介護，認知症，高齢者の権利擁護等に関する
総合情報センター

③ 行政区ごと（伏見区は2箇所）に地域介護予防推進センターを設置し，地域の各種団体
と連携して介護予防事業を実施。

高齢者が参加しやすい身近な地域での介護予防教室等の実施

■介護家族・専門機関等に対する相談

■認知症の介護入門講座
■認知症の人の介護家族交流会
■すこやか講座 ― 等

介護予防教室 健康すこやか学級

認 知 症 相 談 認知症に関することや高齢者の介護で困っているとき

法 律 相 談
高齢者の財産，相続，権利擁護等に関する法律問題について，

専門家の知恵を借りたいとき

専門職の認知症支援相談
高齢者への対応や処遇方策について困っているとき（高齢者

への相談・援助機関が対象）

福 祉 用 具 相 談
福祉用具が体に合わなくて困っているときや，福祉用具につ

いて知りたいとき

メ ン タ ル ヘ ル ス 相 談
心の悩み，不安，ストレス等で悩んでいるとき（介護職員等

が対象）

カ ウ ン セ リ ン グ 相 談 介護疲れや人間関係等について精神的に悩んでいるとき
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④ 就労を通じた生きがいづくりや社会参加を目的として，「シルバー人材センター事業」
を実施し，高齢者に適した臨時的・短期的・その他軽易な就労を紹介。

就労を通じた生きがいづくりを支援

シルバー人材センター活動事例（除草作業）

■（社）京都市シルバー人材センター概要

１ 設 立 昭和61年10月
２ 本 部 京都市中京区西ノ京東中合町２

東部支部 京都市伏見区醍醐高畑町３０－１ パセオダイゴロー西館
北部支部 京都市中京区押小路通堀川西入二条城町５４１

３ 会員数 ５，３６８人（平成２１年１２月末）

⑤ 住み慣れた地域での生活が継続できるよう，高齢者の身近な地域ごとに小規模な高齢者
介護拠点（地域密着型サービス）の整備を推進。

「通い」を中心に「訪問」，「泊まり」の
サービスを柔軟に組み合わせて提供

小規模多機能型居宅介護拠点

■地域密着型サービスの基盤整備の考え方

※日常生活圏域…高齢者保健福祉の圏域として，複数の元学区を束ねた地域

として７６地域（概ね中学校区数）を設定

サービスの種類 基盤整備の考え方

小規模多機能型居宅介護拠点 日常生活圏域ごとに１箇所

小規模特別養護老人ホーム

小規模介護専用型特定施設
全市単位

認知症高齢者グループホーム 日常生活圏域ごとに１箇所

認知症対応型デイサービスセンター 行政区ごとに数箇所

夜間対応型訪問介護ステーション 全市単位
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⑥ 介護サービスの利用方法や介護事業所の一覧を記載したガイドブックの作成，介護人材
の確保・定着のための取組等を通じて，適正かつ円滑に介護保険事業を運営。

介護職員等のキャリアアップを支援

「京・福祉の研修情報ネット」ホームページ
ガイドブック表紙 エリアマップ表紙

⑦ 高齢者をはじめとする様々な世代の市民が気軽に参加できる多彩な催しを通じ，長寿社
会を考える機会を提供する「市民すこやかフェア」を開催（毎年９月開催）。

「市民すこやかフェア」

チラシ

すこやか健康ウォーク
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２ 次期京都市基本計画策定に向けた論点

論点１ 現状と課題論点１ 現状と課題
◇ 活かすべきチャンス（機会）は？放置できない問題（脅威）は？
◇ 活用できる資源（強み）は？克服すべきもの（弱み）は？

論点２ 政策の基本方向論点２ 政策の基本方向
◇ 今後10年間の基本的考え，価値観は？

論点３ 市民と行政の役割分担と共汗論点３ 市民と行政の役割分担と共汗
◇ 政策の推進に当たって市民や行政が行うべきことは？

論点４ 10年後に目指すべき姿論点４ 10年後に目指すべき姿
◇ 10年後のあるべき姿やそれが達成された状況を図る指標・目標

値は？
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２－１

論点１ 現状と課題論点１ 現状と課題

◇ 活かすべきチャンス（機会）は？放置できない問題（脅威）は？

◇ 活用できる資源（強み）は？克服すべきもの（弱み）は？

＜これまでの意見＞

・ 見過ごされる若年性認知症対策

・ 施設で働く職員の待遇改善を
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＜現状分析＞

機会 脅威
○介護予防重視型システムへの転換＜37Ｐ＞
○団塊世代の退職に伴い，就労を通じた生きがいづ
くりや社会参加への意識が高まっている。＜38・39
Ｐ＞
○高齢者虐待防止法の施行により，高齢者虐待の早
期発見に繋がる相談件数が増加した。＜40・41Ｐ＞
○介護報酬の単価引き上げや緊急経済対策による介
護職員の処遇改善のための交付金制度が創設された。
＜42Ｐ＞
○健康寿命の延伸＜43Ｐ＞

○少子高齢化に伴う社会保障費の増加と支え手の減
少＜44Ｐ＞

○団塊の世代が後期高齢者に差し掛かることによる
介護保険給付費の一層の増加及びそれに伴う介護
保険料の上昇＜20～23Ｐ＞

○認知症高齢者の増加＜17Ｐ＞
○一人暮らし高齢者等の増加＜17Ｐ＞
○高齢者の増加に伴う特別養護老人ホーム等施設入
所ニーズの増大＜45Ｐ＞

○介護サービス分野における離職率の増加，求職者
の減少 ＜46Ｐ＞

○高齢者の生活様式の変化及び価値観の多様化＜47
Ｐ＞

強み 弱み

○介護保険制度の定着により，着実に介護サービス
の基盤整備が進み，「介護の社会化」が進んでき
た。＜48Ｐ＞

○認知症あんしんサポーターの養成やかかりつけ医
認知症対応力向上研修の実施により，認知症に対
する理解が進んできた。＜49Ｐ＞

○日常生活圏域に基づく地域密着型施設の計画的な
整備が進んできた。＜50Ｐ＞

○地域における総合的な相談窓口である地域包括支
援センターの認知が広まってきている。＜51Ｐ＞

○お年寄りの見守り活動等，地域における自主的な
福祉活動が広まっている。＜52Ｐ＞

○介護予防に関する知識や理解が十分に普及してい
ない。＜18Ｐ＞

○核家族化の進行により，高齢者と若年者の触れ合
う機会が減少している。＜15Ｐ＞

○介護基盤整備のための用地確保が困難であるなど
大都市特有の問題がある。＜53Ｐ＞

○保健・医療・福祉分野の一層の連携が求められて
いる。＜54Ｐ＞
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論点２ 政策の基本方向論点２ 政策の基本方向

＜これまでの意見＞
・ 高齢者福祉・障害者福祉・地域福祉は密接な関係

◇ 今後10年間の基本的考え，価値観は？

２－２
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＜現在の方向性＞

【第４期京都市民長寿すこやかプラン】（平成２１～２３年度）重点課題

１ 認知症をはじめとする要援護高齢者及びその家族の生活支援
・介護サービスの充実 ・介護保険以外の保健福祉サービスの充実

・認知症高齢者対策の推進 ・高齢者虐待防止事業の推進

２ 総合的な介護予防の推進
・地域包括支援センターを軸とした介護予防マネジメント体制の充実

・地域支援事業による介護予防サービスの提供 ・予防給付による介護予防サービスの提供

３ 健康増進・生きがいづくりの推進
・主体的な健康づくりの推進 ・多様な生きがいづくりの推進

４ 地域における総合的・継続的な支援体制の整備
・地域の特性に応じた地域密着型サービスの提供 ・地域ケア関係機関の連携

・相談・情報提供体制の充実 ・地域住民による自主的な活動の推進

・ひとり暮らし高齢者への支援

５ 介護保険事業の適正かつ円滑な運営
・介護サービスの質的向上 ・介護保険給付の適正化

・介護に従事する人材の確保・定着

６ 誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進
・世代間の交流と理解の促進 ・高齢者が安心できる生活環境づくり
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＜政策を進めるうえでの悩み＞

・ 高齢化及び核家族化の進行による一人暮らし高齢者や高
齢者のみの世帯の増加 ＜13～17Ｐ＞

・ 介護予防に関する知識や理解が十分に普及していない

＜18，19Ｐ＞

・ 介護保険給付費の増加とそれに伴う介護保険料の上昇

＜20～23Ｐ＞
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＜関連データ＞

京都市における高齢者数と高齢化率

【高齢者人口等の推移】

397,101
436,567

483,235
488,352

473,428
468,904

463,689

1,473,065

1,479,218

1,461,103
1,463,822

1,467,785

1,474,811

1,467,313

150,455

(10.3%)
132,882

(9.0%)
108,031

(7.4%)91,486(6.2%)81,923(5.6%)68,115(4.6%)52,263(3.5%)

175,135

(11.9%)160,045

(10.9%)144,932

(9.9%)121,917(8.3%)
103,036(7.1%)

100,302(6.8%)100,844(6.8%)

9.1%
10.3%

12.1%
14.6%

17.4%
20.2%

22.1%

昭和55年 昭和60年 平成 2年 平成 7年 平成12年 平成17年 平成20年

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

後期高齢者（75歳以上）　　 前期高齢者（65～74歳） 40～64歳 高齢化率（全国）

（人口）
1,480,000

600,000

400,000

200,000

0

（高齢化率）

京都市の65歳以上の高齢者人口は，死亡率の低下等の平均寿

命の伸長により増加し続け，平成20年では325,590人となり，

昭和55年の2.13倍となっている。

高齢化率も急速に上昇し，平成17年に20％を超え，市民の5

人に1人が高齢者となっている。

資料：国勢調査 総務省統計局（昭和55年～平成17年）

推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計課（平成20年）

（各年10月１日現在）
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＜関連データ＞

京都市における今後の高齢者人口の推移

【人口の推移及び計画期間の人口推計】

466,686 464,265 463,689 463,801 463,912 461,625 459,339 457,052 454,766 452,479

1,472,511

1,468,588
1,467,313

1,466,945 1,466,576
1,463,046

1,459,516
1,455,986

1,452,456

1,448,926
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(12.8%)
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(12.5%)

176,225

(12.1%)
171,304

(11.7%)
166,384

(11.4%)

161,463

(11.0%)
155,959

(10.6%)
150,455

(10.3%)

144,990

(9.9%)

139,104

(9.4%)

199,884

(13.8%)
194,899

(13.4%)
189,914

(13.0%)
184,929

(12.7%)
179,944

(12.3%)
174,959

(11.9%)
175,047

(11.9%)
175,135

(11.9%)
171,549

(11.7%)
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(11.3%)

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

後期高齢者（75歳以上）　　 前期高齢者（65～74歳） 40～64歳

（人口）

1,500,000

1,400,000

600,000

400,000

200,000

0

「団塊の世代」（昭和22～24年生まれの世代）が順次高齢期を

迎える中，今後ますます高齢化が進展し，平成25年度には高齢化

率が25％を超え，市民の4人に1人が高齢者になると見込まれる。

また，75歳以上の後期高齢者の割合も一層高くなっていくと見

込まれる。

資料：推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計課（平成18～20
年）

国立社会保障・人口問題研究所（平成22年～）

※平成21年度の数値は，20年実績と22年推計値に基づく補間推計
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＜関連データ＞
高齢者のいる世帯の家族類型の推移

 

14.3% 18.2% 21.9% 24.6% 28.6% 30.1%

20.2%
21.8%

23.6%
26.0%

27.5% 28.5%18.3%
17.5%

18.0%
19.2%

20.5%
22.4%35.1% 30.7%
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12.1% 11.7% 11.5% 10.5% 9.5% 6.1%
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40%
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昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

その他世帯

三世代世帯

親と子のみの世帯

夫婦のみ世帯

単身世帯

家族類型の年次推移では，子どもや孫と同居する三世

代世帯の割合が著しく減少し，高齢者単身世帯や夫婦の

み世帯の割合が増加している。

このため，介護が必要な状態となったとき，相談相手

の不在や家族による介護が困難な状況が強まっている。
資料：国勢調査 総務省統計局（平成17年）



16

＜関連データ＞
高齢者人口に占める一人暮らし高齢者の割合（年齢別・行政区別）

 
高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合
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65歳以上人口の割合 高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合

高齢者人口に占める一人暮らし高齢者の割合は，70～74歳で

最も高く，75歳を超えると減少するが，これは，80歳以上にな

ると，見守りや介護の必要な状態となる高齢者が多くなり，施設

入所や家族と同居するようになるためと推察される。

また，ひとり暮らし高齢者の割合を行政区別で見た場合には，

高齢化率との相関関係が見られる。

資料：国勢調査 総務省統計局（平成17年）
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＜関連データ＞
一人暮らし高齢者数，認知症高齢者数の推移

平成１２年 平成１７年 増加数（増加率）

京都市 ５１，１９８人 ６０，７１４人 ９，５１６人（18.6％）

全 国 ３０３万２千人 ３８６万５千人 ８３万３千人（27.5％）

1 京都市における一人暮らし高齢者数

２ 京都市の要支援・要介護認定者における認知症高齢者数

平成１８年 平成１９年 平成２０年

認知症高齢者 ２万５千人 ２万９千人 ３万１千人

資料：総務省統計（国勢調査）

資料：京都市保健福祉局介護保険課
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＜関連データ＞
介護予防に関する理解

 

聞いたことはある
21.6%

無回答
2.2%

まったく知らない
11.4% よく知っている

20.9%

ある程度は
知っている

43.9%

(N=2,474)
  (%)

＜介護予防・老化予防に関する理解（高齢者一般）＞

介護予防や老化予防の取組について，「よく知っ
ている」と回答した高齢者は約２割に留まってい
る。

資料：京都市「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成19年度実施）
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＜関連データ＞
介護予防事業参加者数等

＜介護予防事業参加者数，介護予防普及啓発事業開催回数の推移＞

介護予防事業参加者数
（特定高齢者）

介護予防普及啓発

事業開催回数

（一般高齢者）

１８年度 53人 1,904回

１９年度 429人 2,952回

２０年度 797人 3,719回

２１年度
544人

(11月末現在)

2,886回

（11月末現在）

平成18年度から，要支援・要介護状態になるおそれがある高齢者（特定高齢者）を対象とし
て，運動器の機能向上や栄養改善・口腔機能向上等の介護予防事業を実施している。

また，全高齢者（一般高齢者）を対象として介護予防に関する知識の普及啓発活動や地域にお
ける自主的な介護予防活動の支援を実施している。

資料：京都市保健福祉局長寿福祉課
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＜関連データ＞
介護保険給付費の推移①（介護サービスの利用者数の推移）

介護サービスの利用者数（人）
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居宅サービス 居住系サービス 施設サービス

介護保険制度の開始後，多数の介護サービス事業者の参入等によ
り提供される介護サービス量は利用者のニーズに応じて，著しく増
加している。

資料：京都市保健福祉局介護保険課
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＜関連データ＞
介護保険給付費の推移②（一日当たり保険給付費の伸び率）

資料：京都市保健福祉局介護保険課

一日当たりの介護給付費の伸び（本市）

100

110

120

130

140

150

160

170

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

平成12年度を100とした場合の本
市における一日当たりの介護給付費
の伸びは，平成20年度で165に増加
している。
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＜関連データ＞
介護保険給付費の推移③（施設・居宅サービス別）

施設・居宅サービスの保険給付費の推移

163
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279
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12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

居宅サービス

施設サービス

（億円）

居宅サービスの保険給付費は年々増加している。施設サー
ビスの保険給付費は平成17年度の施設給付の見直し等により
一時的に減少したが，平成19年度は再び増加に転じている。

資料：京都市保健福祉局介護保険課
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＜関連データ＞
介護保険料の推移

第１号被保険者の介護保険料は，京都市全体で必要な介護保険サービスにかかる費用のうち，65歳以上
の第１号被保険者の保険料で負担すべき分を，市内在住の65歳以上の高齢者の総数で割って算出してお
り，３年ごとの介護保険事業計画の見直しに合わせて，市町村の介護サービス量で決定している。基本
的に，介護サービスの利用量が増加すれば，介護保険料も上昇する関係にある。

＜介護保険料基準額の推移＞

本 市 全国平均
第１期計画(平成12～14年度) 2,958円( － %) 2,911円( － %)

第２期計画(平成15～17年度) 3,866円(＋30.7%) 3,293円(＋13.1%)

第３期計画(平成18～20年度) 4,760円(＋23.1%) 4,090円(＋24.2%)

第４期計画(平成21～23年度) 4,510円(△ 5.2%) 4,160円(＋ 1.7%)

本市における第４期計画期間の介護保険料については，介護給
付費準備基金（積立金）からの取り崩し及び国の介護従事者処遇
改善臨時特例交付金による財政措置等により，第３期計画期間よ
り２５０円引き下げ。

資料：京都市保健福祉局介護保険課
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２－３

論点３ 市民と行政の役割分担と共汗論点３ 市民と行政の役割分担と共汗

◇ 政策の推進に当たって市民や行政が行うべきことは？

＜これまでの意見＞

・地域の力，高齢者の力を活かして京都らしさを打ち出す

・支援から漏れる人をなくすため，制度の隙間を埋めるセーフティネッ
トが必要
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＜市民と行政の共汗事例＞

老人福祉員は，一人暮らし高齢者等の自宅を各戸訪問し，安否確認や相
談・話し相手，各種の情報提供を行うことによって，一人暮らし高齢者等の福
祉の向上を図る制度。

1 老人福祉員

＜実 績＞

市長による委嘱

事 業 開 始 年 月 昭和49年3月～

老 人 福 祉 員 数 1,214人（平成22年度から1,314人の予定）

任 期 ３年（市長による委嘱）

一人暮らし高齢者訪問数 28,203人（平成21年11月）
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＜市民と行政の共汗事例＞

緊急通報システムは，一人暮らし高齢者等が，緊急時にペンダント型の通報端末や通
報ボタンを押すことによって消防局指令センターに自動的に通報されるとともに，予め
登録された近隣協力員（原則，利用者１名につき２名の市民ボランティア）が緊急車両
の到着までの間に駆けつけて適切な処置を行う事業。また，相談センターの設置により，
２４時間，利用者からの保健・健康に関する相談を受け付けている。

２ 緊急通報システム

＜実 績＞

利用者による依頼

事 業 開 始 年 月 平成2年12月～

利 用 人 数 11,167人（平成21年11月末）

救急要請・火災通報等件数 2,396件（平成20年度）

保健・健康に関する相談件数 2,332件（平成20年度）
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＜市民と行政の共汗事例＞

介護相談員は，介護サービスを利用する市民と同じ目線でサービスの質的
向上を図るため，介護サービスに関する苦情に至る事態を事前に防止し，利
用者や家族の不平，不満に対応して，介護事業所とともに解決方法を探る制
度。

３ 介護相談員（市民共汗サポーター）

＜実 績＞

公募

事 業 開 始 年 月 平成12年11月～

介 護 相 談 員 人 数 28人

訪 問 回 数 357回（平成20年度）

相談及び気づき件数 651件（平成20年度）

※ 気づき件数とは，相談員自らが市民目線で気づいたことを事業所に提案した件数。
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＜市民と行政の共汗事例＞

認知症あんしんサポーターは，地域や職域，学校等において，認知症に対
する正しい知識と具体的な対応方法等を学んだ市民を養成し，認知症高齢者
やその家族を地域ぐるみで支援する制度。

４ 認知症あんしんサポーター （市民共汗サポーター）

＜実 績＞

養成講座修了者

事 業 開 始 年 月 平成18年4月～

認 知 症 あ ん し ん
サポーター登録者数

15,581人（平成20年度末現在）

養成研修開催回数 239回（平成20年度）
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＜市民と行政の共汗事例＞

一人暮らしお年寄り見守りサポーターは，関係機関等の連携により，地域
で高齢者への目配り活動を行う市民ボランティアを募集，登録し，地域全体
で一人暮らし高齢者を見守り，支援するためのネットワークづくりを進める
制度。

５ 一人暮らしお年寄り見守りサポーター

（市民共汗サポーター）

＜実 績＞

公募

事 業 開 始 年 月 平成21年10月～

登 録 者 数 742人（平成21年12月末）
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＜市民と行政の共汗事例＞

知恵シルバーセンターは，高齢者がこれまでに培った知恵や経験，技能を
地域の様々な活動に活かすことによって，高齢者の生きがいづくりと健康づ
くりを推進するとともに，活力ある高齢社会のまちづくりを推進する事業。

６ 知恵シルバーセンター（市民共汗サポーター）

＜実 績＞

公募

事 業 開 始 年 月 平成22年度（予定）

登 録 者 数 ―
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２－４

論点４ 10年後に目指すべき姿論点４ 10年後に目指すべき姿

◇ 10年後のあるべき姿やそれが達成された状態を測る指標・目標値は？

＜これまでの意見＞
・ 全国に先駆けて夢のある政策を
・ 障害者や認知症の方など，住み慣れた地域で安心して生活できる社会をつくる

ための提言を

指標とは・・・
○ １０年後の京都の姿を市民と行政が共有するための目じるし
○ 市民と行政が共に目指す京都の姿を，言葉や数値で表すもの
○ 目標値は，数値で表した指標の１０年後に目指すべき水準
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指標
目標値

（ 23年度）
現況値
(20年度)

備考

特別養護老人ホーム整備数 4,931人分 4,408人分
京都市民長寿すこやかプラン

介護老人保健施設整備数 3,761人分 3,545人分 京都市民長寿すこやかプラン

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ整備数 991人分 514人分
京都市民長寿すこやかプラン

介護専用型特定施設 447人分 26人分
京都市民長寿すこやかプラン

ケアハウス整備数 742人分 617人分
京都市民長寿すこやかプラン

介護予防事業参加者数 3,065人 797人 京都市民長寿すこやかプラン

◆分野別計画で用いている指標
＜主な指標例＞

◆その他の指標例

指標
目標値

（ 23年度）
現況値
(20年度)

備考

一人暮らしお年寄り見守りサポ
ーター養成数

１万人 ０人 京都未来まちづくりプラン

知恵シルバーセンター登録者数 ３万人 ０人 京都未来まちづくりプラン



33

◆政策評価で用いている指標

指標 現況値（20年度）

長寿すこやかセンターにおける権利擁護講演会及びセミナー参加者数 ６３８人

市長による成年後見等開始申立て件数 ２６人

老人クラブ会員数 ６４，４６５人

老人福祉センターの利用者数 ５４８，５２０人

シルバー人材センターの就業率 ６３．７％

シルバー人材センター会員数 ５，１１５人

シルバー人材センターにおける就業延べ人員 ３７３，７５８人

健康すこやか学級の年間実施回数 ３，５５３回

配食サービスによる年間配食数 ４２２，５１１食

介護保険における居宅介護支援（介護予防支援）利用者数 ３３，６０９人

介護保険施設の利用者数 １０，６３２人
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◆１万２千人市民アンケート（※）で提案のあった指標

※１万２千人市民アンケート…次期京都市基本計画の策定に当たって実施したアンケート調査（20年度）

指標

３世帯同居率

シルバー人材センターの仕事の普及率

バリアフリー化率（公共施設など）

ヘルパー数（人口当たり，70歳以上人口当たり）

医療機関数（人口当たり）

医療費負担率

介護サービスの充実度

介護施設数（普及率など）

介護報酬

健康保険・介護・年金の個人負担と満足度

孤独死

個別訪問（定期）数

高齢者，一人暮らし高齢者の増加率

高齢者の憩える場の数

高齢者や障害者の生活満足度，生活いきいき度

指標

高齢者への支援普及率

高齢者医療施設充実率

高齢者医療費

高齢者福祉の充実拡大度

高齢者福祉施設（アクセスの良さ，近隣への設置数，新
設率など）

高齢者福祉施設職員数

住宅介護支援率

介護従業者の育成数

介護従事者の所得（満足度，給与水準など）

寝たきり高齢者数（減少率）

対高齢者ボランティア数

町で出会う笑顔の高齢者数

特別養護老人ホーム施設数（普及率など）

特別養護老人ホーム待機者数

特別養護老人ホーム定員数
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◆１万２千人市民アンケート（※）で提案のあった指標

※１万２千人市民アンケート…次期京都市基本計画の策定に当たって実施したアンケート調査（20年度）

指標

特別養護老人ホーム入所待ち期間

訪問介護員の離職率

満足度

高齢者福祉予算比率



３－１ 現状分析関連データ 37P

３－２ 主な分野別計画の概要 59P

３－３ 融合委員会ワークショップ結果 60P

３ 参考資料



37

３－１ 現状分析関連データ
機会

介護予防重視型システムへの転換

◆客観データ

平成18年の介護保険制度改革により，対処療法的な「介護モデル」から，介護予防を重
視し，自立した生活が継続できるよう「介護＋介護予防モデル」へと転換が図られた。

１ 背景…軽度の要介護高齢者の急増による保険給付費の増加 ⇒ 「制度の持続可能性」
２ 予防モデルへの転換…「介護モデル」 ⇒ 「介護＋予防モデル」

（軽度者の増加に対応するため，軽度者の状態像を踏まえた介護予防の重視）

① 新予防給付の創設
○ 軽度者の状態を踏まえ，従前の予防給付

の対象者，サービス内容，ケアマネジメント体
制を見直し

○ 新予防給付の介護予防マネジメントは，
「地域包括支援センター」が実施

② 地域支援事業（介護予防サービス）の創設
○ 要支援・要介護になるおそれのある高齢

者を対象とした効果的な介護予防事業を介護保
険制度に位置付け
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機会

団塊の世代の退職に伴い，就労を通じた生きがいづくりや社会参加への意識
が高まっている。

◆客観データ

●団塊の世代の就労意欲は高く，年齢に関係なく元気なうちは働き続けることを
希望している。

男

性

女

性

世
帯
年
収

健
康
状
態

0% 50% 100%

全体 65.5 19.7 8.4 2.4 4.0

昭和17～21年生 68.7 17.0 7.6 1.8 4.9

昭和22～24年生 84.1 8.6 3.30.73.3

昭和25～29年生 90.9 2.3 4.5

0.0

2.3

昭和17～21年生 44.3 37.9 9.3 3.9 4.6

昭和22～24年生 56.9 22.6 11.3 3.5 5.7

昭和25～29年生 66.2 16.9 11.4 3.1 2.4

200万円未満 60.2 19.0 7.7 5.0 8.1200万円未満 60.2 19.0 7.7 5.0 8.1

～400万円未満 63.7 22.2 8.9 1.9 3.3

～600万円未満 71.0 17.6 7.6 1.5 2.3

1,000万円未満 70.7 16.9 7.8 1.4 3.2

1,000万円以上 65.2 22.4 6.8 2.5 3.1

健康 68.8 18.9 7.2 1.9 3.2

健康ではない 56.0 21.8 11.3 5.0 5.9

就労意向あり 就労意向なし わからない その他無回答

＜就労意欲＞

36.3

53.9

6.8

3.1

一定の
年齢まで

年齢に関係なく、
元気なうちはずっと

わからない
無回答

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

0.3～59歳 0.3～59歳

11.060歳 11.060歳

0.061歳 0.061歳

0.662歳 0.662歳

2.863歳 2.863歳

1.264歳 1.264歳

37.065歳 37.065歳

0.366歳 0.366歳

1.867歳

2.868歳

41.970歳以上 41.970歳以上

0.0無回答 0.0無回答

（％）

(N=327)

0.369歳 0.369歳

＜働きたい年齢＞

資料：「新しい生きがいづくり支援策の調査」（平成19年京都市）
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機会

団塊の世代の退職に伴い，就労を通じた生きがいづくりや社会参加への意識
が高まっている。

◆客観データ

●京都市シルバー人材センターの会員数，受注件数は，ともに増加している。

＜会員数＞ ＜受注件数＞

資料：京都市保健福祉局長寿福祉課

4,403
4,464

4,699

5,115

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

17年度末 18年度末 19年度末 20年度末

（人）

25,512
26,685

28,119

23,361

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

17年度 18年度 19年度 20年度

件



40

機会

高齢者虐待防止法の施行により，高齢者虐待の早期発見に繋がる相談件数が
増加した。

◆客観データ

●「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成
18年4月施行）概要

（法制定の背景）
介護を必要とする寝たきりや認知症高齢者が増加する中，介護者の介護放棄や暴力行為等の様々な高齢者の権利侵害が

社会問題化したため，議員立法により成立したもの。
（目的）

高齢者虐待の防止に関する国，地方公共団体の責務，高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護及び養護者による高齢者
虐待の防止に資するための措置を定めることによって，高齢者虐待の防止，養護者に対する支援を促進し，高齢者の権利
利益の擁護に資することを目的とする。

（高齢者虐待の定義）
１ 身体的虐待（暴行）
２ 養護を著しく怠ること（ネグレクト）
３ 心理的虐待（著しい心理的外傷を与える言動）
４ 性的虐待
５ 経済的虐待（財産の不当処分等）

（家庭における養護者による高齢者虐待への対応）
１ 市町村への通報等

高齢者虐待を発見した者は，
①：高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合には，市町村に通報しなければならない。
②：①以外の場合 は，市町村に通報するよう努めなければならない。

２ 市町村の対応
①：高齢者及び養護者に対する相談，指導，助言を行う。
②：通報があった場合の事実確認のための措置を講ずる。
③：高齢者の保護のため，生命又は身体に重大に危険が生じている恐れがあると認められる高齢者を一時的に保護する
ため迅速に施設へ入所させる等，適切に保護のための措置を行う。

④：③の措置を採るために必要な居室を確保するために必要な措置を講ずる。
⑤：高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は，立入調査をすることができる。立入調査を行うに当たっ
て，所管の警察署長に援助を求めることができる。
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機会

高齢者虐待防止法の施行により，高齢者虐待の早期発見に繋がる相談件数が
増加した 。

◆客観データ

●本市，全国ともに，高齢者虐待の相談・通報は増加しており，虐待の早期発見
に繋がっている。

資料：厚生労働省老健局 報道発表資料（平成21年11月）

京都市保健福祉局長寿福祉課

【全国調査結果の概要】

○ 高齢者虐待防止法施行３年目に入り，高齢者虐待についての事業者，住民の理解が進んだことなどにより，
市町村等への相談・通報件数は，養護者による高齢者虐待において8.6％増加した。これに伴い，虐待が認め
られ，市町村等による対応が行われた件数も12.2％増加した。

○ 養護者による高齢者虐待について，種類・類型は，身体的虐待が63.6％，次いで心理的虐待が38.0％となっ
ており，被虐待高齢者は，女性が77.8％，年齢は80歳代が41.7％であった。

○ 市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等については，高齢者虐待の対応窓口の住民への周知
が99.2％とほとんどの市町村で実施済みとなった。

【相談・通報件数，虐待判断件数（養護者による虐待）】

本 市 全 国

相談･通報件数 虐待判断件数 相談･通報件数 虐待判断件数

１９年度 ３７８件 ３０２件 １９，９７１件 １３，２７３件

２０年度 ３８９件 ２９５件 ２１，６９２件 １４，８８９件

増 減
１１件

(2.9％)

△７件

（-2.3％)

１，７２１件

(8.6％)

１，６１６件

(12.2％)
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機会

介護報酬の単価引き上げや緊急経済対策による介護職員の処遇改善のための
交付金制度が創設された。

◆客観データ

●介護報酬の改定（平成21年4月）及び介護職員処遇改善交付金（平成21年
10月～）の概要

資料：厚生労働省老健局 報道発表資料（平成22年1月）

１ 介護報酬のプラス３％増額改定

介護従事者の人材確保・処遇改善等を視点として，介護保険制度開始以来初である介護報酬の増額改定が実
施された。

→ 介護従事者の離職率が高く，人材確保が困難である現状の改善
→ 質の高いサービスの安定的な提供のため，介護従事者の処遇改善を進めるとともに，経営の安定化を図
る。

２ 介護職員処遇改善交付金制度の創設
介護報酬改定による介護職員の処遇改善に加えて，他業種との賃金格差をさらに縮め，介護が確固とした雇

用の場として成長していくために，介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対して，資金を交付し，介護職員
の処遇改善を更に進めていくため，介護職員処遇改善交付金制度が創設された。

対象事業者数

（①）

申請事業者数

（②）

申請率

（②/①）

京都府 ９９４ ８６０ ８７％

全 国 ８４，６３１ ６７，８８４ ８０％

※ 介護職員処遇改善交付金申請状況（平成21年12月末現在）
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機会

健康寿命の延伸

◆客観データ

●我が国の健康寿命は世界一であるが，さらに延ばすことによって生活の質を高
めていくことが求められている。

資料：WHO The World Health Report 2004

国 平均寿命 健康寿命 差

日本 80.9歳 74.5歳 6.4歳

オーストラリア 79.5歳 73.2歳 6.3歳

フランス 79.3歳 73.1歳 6.2歳

スウェーデン 79.5歳 73.0歳 6.5歳

スペイン 78.7歳 72.8歳 5.9歳

※ 健康寿命：寝たきりや認知症にならず，心身とも自立して生活できる期間

健康寿命

平均寿命

介護を必要とする期間等
＜健康寿命のイメージ＞

＜健康寿命の国際比較（上位5カ国の男女平均）＞



◆客観データ
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脅威

少子長寿化に伴う社会保障費の増加と支え手の減少

●京都市の高齢者保健福祉関連予算は増加する一方，支え手となる15～64歳
の生産年齢人口は減少している。

＜高齢者保健福祉関連予算（当初予算ベース）＞

43,759 39,09834,93434,727

91,947
85,258

72,461
50,935

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

12年度 15年度 18年度 21年度

百万円

一般会計 介護保険特会

＜生産年齢（15～64歳）人口＞

954,983

988,335

1,006,273
1,024,954

900,000

920,000

940,000

960,000

980,000

1,000,000

1,020,000

1,040,000

12年度 15年度 18年度 21年度

人

資料：保健福祉局長寿福祉課・介護保険課 資料：京都市総合企画局情報統計課（年齢別推計人口）



◆客観データ
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脅威

高齢者の増加に伴う特別養護老人ホーム等施設入所ニーズの増大

●全国の特別養護老人ホーム入所申込者は，約42万人に上っているが，今後
の高齢者の増加に伴い，さらに施設入所ニーズが増大する可能性がある。

資料：厚生労働省老健局報道発表資料（平成21年12月）



◆客観データ
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脅威

介護サービス分野における離職率の増加，求職者の減少

●介護職員・訪問介護員の離職率は，全産業平均を上回っている。

※ 平成21年度の介護報酬のプラス改定や介護職員処遇改善交付金の創設に伴い，現在は上記数値よりも離職率等の状

況に改善が見られる。



◆客観データ
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脅威

高齢者の生活様式の変化及び価値観の多様化

●団塊の世代の3割超が多様な価値観を持っていることを自覚し，また，年々，子との同
居意向を持つ高齢者の割合は低下するなど，生活様式の多様化が見られる。

＜自分自身が該当する世代像(団塊の世代前後の市民への意識調査)＞ ＜子との同居意向＞

0 5 10 15 20 25 30 35 40

34.1多種多様な価値観を育んできた世代

23.2
今後も多様な生活様式を開拓し
消費生活に大きな影響を与える世代

13.3
ボランティア活動など

地域社会への関りに意欲的な世代

29.3
長年培ってきた豊富な知識や経験、

特技、技能等を持っている世代

18.1職業から得た技能が高い世代

1.3その他

26.1特に当てはまらない

8.4無回答

（％）

(N=1,328)

0 5 10 15 20 25 30 35 40

34.1多種多様な価値観を育んできた世代

23.2
今後も多様な生活様式を開拓し
消費生活に大きな影響を与える世代

13.3
ボランティア活動など

地域社会への関りに意欲的な世代

29.3
長年培ってきた豊富な知識や経験、

特技、技能等を持っている世代

18.1職業から得た技能が高い世代

1.3その他

26.1特に当てはまらない

8.4無回答

（％）

(N=1,328)

34.1多種多様な価値観を育んできた世代 34.1多種多様な価値観を育んできた世代

23.2
今後も多様な生活様式を開拓し
消費生活に大きな影響を与える世代

23.2
今後も多様な生活様式を開拓し
消費生活に大きな影響を与える世代

13.3
ボランティア活動など

地域社会への関りに意欲的な世代
13.3

ボランティア活動など
地域社会への関りに意欲的な世代

29.3
長年培ってきた豊富な知識や経験、

特技、技能等を持っている世代
29.3

長年培ってきた豊富な知識や経験、
特技、技能等を持っている世代

18.1職業から得た技能が高い世代 18.1職業から得た技能が高い世代

1.3その他 1.3その他

26.1特に当てはまらない 26.1特に当てはまらない

8.4無回答 8.4無回答

（％）

(N=1,328)

副問(2)  (問6で 1.別居 と答えられた方)あなたはお子さんと同居したいと思われますか。

10.3

14.8

19.3

53.6

42.7

40.5

25.0

26.2

22.2 4.8 7.4 5.7

4.3

3.4

3.2

7.5

3.6

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査
(2005年）

前回調査
(2000年）

前々回調査
(1995年）

できれば同居したいと思う

同居したいと思わないが，近くに住んでいてほしい

同居したいと思わない

その他

わからない

不明・無回答

資料：「新しい生きがいづくり支援策の調査」（平成19年京都市）
資料：「京都市高齢社会対策実態調査」（平成17年京都市）
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強み

介護保険制度の定着により，着実に介護サービスの基盤整備が進み，｢介護
の社会化｣が進んできた。

◆客観データ

●高齢化の進展（第1号被保険者数の伸び）に対して，要介護認定者数の伸
びが大きく，介護保険制度を利用する方が増加している。

第1号被保険者数及び要介護認定者数の伸び

100

120

140

160

180

200

220

240

12年4月 13年４月 14年4月 15年4月 16年4月 17年4月 18年4月 19年4月 20年4月 21年4月21年12月

京都市　

第1号被保険者数

京都市　

要介護認定者数

全国　

第1号被保険者数

全国　

要介護認定者数

資料：京都市保健福祉局介護保険課
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強み

認知症あんしんサポーターの養成やかかりつけ医認知症対応力 向上研修の実
施により，認知症に対する理解が進んできた。

◆客観データ

●認知症あんしんサポーターの養成数，かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者数の
累計は順調に増加し，地域社会で認知症高齢者を支える仕組みづくりが進んでいる。

＜認知症あんしんサポーター累計養成数＞ ＜かかりつけ医認知症対応力向上研修累計受講者数＞
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資料：京都市保健福祉局長寿福祉課 資料：京都市保健福祉局長寿福祉課
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強み

日常生活圏域に基づく地域密着型施設の計画的な整備が進んできた。

◆客観データ

●高齢者の身近な圏域における地域密着型の介護基盤整備が着実に進んでいる。

＜地域密着型サービスの基盤整備の状況＞ （平成22年1月31日現在）

サービスの種類
基盤整備の考え方

（平成26年度まで）
事業所がある圏域又は区・支

所の数（開設計画段階のものを含む。）

事業所数
（開設計画段階のものを

含む。）

小規模多機能型居宅介護拠点※ 日常生活圏域（76圏
域）ごとに1箇所

３１圏域／７６圏域 ３１事業所

認知症高齢者グループホーム
日常生活圏域（76圏
域）ごとに1箇所

４６圏域／７６圏域 ５７事業所

認知症対応型デイサービス

センター
行政区ごとに数箇所 洛西を除く全区・支所 ２６事業所

夜間対応型訪問介護

ステーション
全市単位

(サービス提供エリア)全区・支所
一部，地理的条件でサービス提供できない

地域あり

４事業所

小規模介護専用型特定施設 全市単位 ５区・支所 ５事業所

小規模特別養護老人ホーム 全市単位 ７区・支所 ７事業所

※ 小規模多機能型居宅介護拠点･･･利用者の心身の状態や希望等に応じて，「通い」を中心

に「訪問」や「泊まり」を組み合わせたサービスを提供し，要介護高齢者の在宅生活を24
時間・365日支援する地域密着型サービスの一つ。

資料：京都市保健福祉局介護保険課
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強み

地域における総合的な相談窓口である地域包括支援センターの 認知が広まっ
てきている。

◆客観データ

●市内61箇所の地域包括支援センターにおける相談受付件数は，順調に増加している。
＜毎年度当初月の相談状況＞

24,120

19,056
17,632

8,084 8,5767,6017,919

2,513

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H18.4 H19.4 Ｈ20.4 Ｈ21.4

相談件数（延べ） 相談人数（延べ）

平成19年度中に相談件数のカウント方法を変更したた

め，翌年度以降の相談件数が減少しているもの。

資料：京都市保健福祉局長寿福祉課
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弱み

お年寄りの見守り活動等，地域における自主的な福祉活動が広まっている。

◆客観データ

●地域における一人暮らし高齢者等の見守りネットワーク

※ これ以外にも，地域女性会やＮＰＯ団体等において自主的な見守り活動を実施。 資料：京都市保健福祉局長寿福祉課
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弱み

介護基盤整備のための用地確保が困難であるなど大都市特有の問題がある。

◆客観データ

●都市部における介護基盤整備のための事業用地確保の困難性について

○ 特別養護老人ホームの施設整備に必要な事業用地について

＜一般的なユニット型特別養護老人ホーム（100床規模）の整備事業の例＞

① 必要な事業用地の面積

・建物の延床面積：1床当たり約50㎡ ⇒ 50㎡×100床＝5,000㎡

・一般的な事業用地要件：容積率200％，建ぺい率60％

⇒ 5,000㎡÷200％＝2,500㎡＋α（αは事業用地の形状，利用条件等により変動）

都市部において，まとまった事業用地の取得は困難

② 事業用地の取得経費

・必要な事業用地：2,500㎡×単価：209,300円/㎡（平成21年地価公示による京都市の住宅地
の平均地価）＝523,250千円＋α＋（建築工事費：約15億円）

非営利である社会福祉法人にとって，大きな財政的負担

③ 事業用地の確保に関する社会福祉法人への支援策

ア 事業用地の取得（購入）の場合

・不動産取得税，登録免許税，固定資産税，都市計画税の非課税

・独立行政法人福祉医療機構による低利融資

イ 事業用地の定期借地権設定による賃借の場合

・地代の前払い（契約時の一時金等）に対する補助（※平成21～23年度の整備事業に限る）
資料：京都市保健福祉局長寿福祉課
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弱み

保健・医療・福祉分野の一層の連携が求められている。

◆客観データ

●高齢者の生活上の安全・安心・健康を確保するため，地域における保健・医
療・福祉分野の一層の連携を図っていくことが求められている。

＜第４期京都市民長寿すこやかプラン推進施策＞

施策・事業番号137

保健・医療・福祉の連携体制の整備〔新規〕
地域包括支援センターにおいては，包括的・継続的ケアマネジメントの強化に向けて，区役

所・支所，医療機関と連携し，包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築及び，個々の介護
支援専門員に対しては，ケアマネジメント力向上支援の取組を行います。

施策・事業番号409

地域包括支援センターを中心とした地域ケア会議の開催
高齢者が介護サービスや高齢者保健福祉サービスを適切に利用できるよう，区役所・支所の

支援の下，地域包括支援センターが中心となって，地域ケア会議を開催します。
この地域ケア会議は，学区ごとを基本に開催し，民生委員・児童委員，老人福祉員，学区社

会福祉協議会等の協力を得て，地域に固有の課題の検討や高齢者保健福祉サービスの総合調整
等を行います。

資料：京都市保健福祉局長寿福祉課
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◆市民の声

「高齢者や障害のあるひとの働く場が確保されている」と思う人が増加

（京都市市民生活実感調査の経年比較）

＜平成２１年度＞
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10.0%

34.7%

30.8%

17.5%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

＜平成１６年度＞
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どちらともいえない
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無回答

5％ 12％
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◆市民の声

「高齢者とその家族を支えるホームヘルプ（訪問介護）などのサービスが
充実している」と思う人が増加 （京都市市民生活実感調査の経年比較）

＜平成２１年度＞
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4.8%

19.9%

30.4%

24.7%

14.5%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

25％ 30％



57

◆市民の声

「高齢者や障害のあるひとが社会参加できる機会が十分ある」と思う人は
横ばい （京都市市民生活実感調査の経年比較）

＜平成２１年度＞
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◆各区基本計画策定に当たって現時点で出された課題

北
区

・高齢者が増加しつつある中，独居高齢者へのサポートな
ど地域で高齢者を支える仕組みが必要である

・福祉の担い手の高齢化も進む中，新たな担い手を育成し
ながら活動の輪を広げていくことが必要である

・元気な高齢者の力を地域の活動に活かしていくことが必
要である

・高齢者と若い世代，健常者と障害者など様々な交流の機
会を創出していく必要がある

上
京
区

・少子高齢化の進行
・単身高齢世帯の増加に対応した支援体制の構築
・児童・高齢者・障がいのある方々を共に支え合い支援し

ていく住民主体の活動の充実

左
京
区

・少子高齢化が進んでいる

中
京
区

・高齢者の安心安全の確保
・高齢者の地域活動への参加促進

東
山
区

・全国的にも高い高齢化率
・お年寄りが集える場所が少ない

山
科
区

・人口横ばいだが所帯数が増え，高齢化が進み，孤独死な
ど深刻な問題がある

下
京
区

・安全安心のまちづくりを高齢者と小学生など共同で取り
組み世代交流を図っている事例がある

右
京
区

・高齢者も暮らしやすい生活環境づくり
・地域で高齢者の暮らしをサポート

西
京
区

・自治会をはじめとする地域コミュニティの力を生かした
まちづくりを進めるとともに，高齢化社会を支えること
ができる地域コミュニティの形成を図ることが必要

・地域による子どもや高齢者の「見守り」など，地域ぐる
みで安心して子育てができるまちづくり，高齢者や障害
者が健やかに暮らせるまちづくりを進めることが必要
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３－２ 主な分野別計画の概要
名 称 第４期京都市民長寿すこやかプラン

策 定 年 月 ２００９（平成２１）年３月
計画期間・目標年次 ２００９（平成２１）年度～２０１１（平成２３）年度
趣 旨 長寿社会をめぐる様々な課題に対して，本市が目指す基本理念及び政策目標を掲げ，

その実現に向けて取り組むべき課題を明らかにする。
主要施策と実施状況

等
・介護サービス基盤の整備
特別養護老人ホーム整備数：累計４，４６７人分（平成２１年９月末時点）

・施設・事業所の認知症ケア技術の向上
認知症介護実践者研修の実施（２１年度実践者研修修了見込者数：１８０人）

・地域介護予防推進センター事業の充実
伏見区内に地域介護予防推進センターを１箇所増設（平成２１年１１月）

・高齢者の多様な能力を活かす「知恵シルバーセンター」の整備
長寿すこやかセンターへの委託事業として事業開始準備中

・「一人暮らしお年寄り見守りサポーター」の創設
２１年度新規事業として募集開始（平成２１年１０月～）

・誰もが研修を受講しやすい体制の構築
京（みやこ）・福祉の研修情報ネットの開設（平成２１年１１月）

・お年寄りと子どもたちの交流が図れるネットワークづくりの促進
仲良し三世代表彰の実施（平成２１年９月）

ホームページ http://www.city.kyoto.jg.jp/hokenfukushi/page/0000060641.html
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３－３ 融合委員会ワークショップ結果
未 来 像 重 点 戦 略
○100年（10年）の計＝計画は
規制や切捨てを伴いやすい
弱いものを支えながら（高齢者
や子どもや障害者等）

・都市部の創生はうまくいっている
・147万都市で見れば・・・
・周縁部のミニ開発地区
・まちづくり＋福祉の融合戦略が必要
・袋路の高齢者

○（高齢化社会に向けて）
認知症であっても安心して暮ら

せる京都
○子育ても孤立させない地域社
会京都
○いつまでも住みつづけたいと思
える地域づくり
○子どもから高齢者まで世代を超
えた日常交流のある地域づくり

・ごみ問題（分別など）を切り口に，地域のつながりを再生
・高齢者の集うサロンと働く親が安心できる地域の子ども見
守り活動の融合

・シルバー１１０番（市民力で）。地域資源を中心に身近なと
ころに相談窓口を

・高齢になっても役割を持てる社会
（年寄りを働かせよう）

○ノーマライゼーション発展型まち
づくり

○カテゴリーのない社会
（子ども，しょうがい者）


